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はじめに

　東京では、過密化した内陸部に廃棄物の最終処分場を確保することが

困難なことから、その処分を東京港の海面埋立に依存してきました。　

　その結果、昭和２年から昭和６２年の間に、廃棄物の埋立により生み

出された約230haの広大なごみ埋立地が造成されています。

　これらのごみ埋立における地盤、いわゆるごみ埋立地盤は、多種多様

な素材により構成され、埋立完了後、長期間にわたって化学反応が生じ

ているため、ガスの発生や沈下等の状況を呈します。このような長期間

にわたり不安定な状態にあるごみ埋立地盤の利用を効果的に図って行く

ためには、その状況を的確に把握しておかなければなりません。

　東京都港湾局では、昭和56年から継続的にごみ埋立地が呈する現象

についての調査研究を実施してきており、東京港におけるごみ埋立地の

性状を明らかにしてまいりました。本書は、観測開始から現在までの

データを検討し、ごみ埋立地の安定化について、その目安となる指標を

示したものです。

　ごみ埋立地も他の埋立地と同様、東京における貴重な都市空間とし

て、有効かつ適正に利用していく必要があります。そのためには、ごみ

埋立地盤の科学的変化や物理的性状等について、把握する必要がありま

す。

　本書は、埋立後のごみ分解に視点を置き、今後のごみ埋立地の活用に

あたっての参考資料となるよう取りまとめたものです。

平成1３年５月

東京都港湾局長　　齋　藤　哲　哉
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東京港のごみの埋立処分位置

注１

埋 立 処 分 場 名 現 在 の 地 名 埋立期間 　ごみ埋立面積 　埋立ごみ量

ｈａ 万ｔ

昭和２～

昭和３７

昭和３２～
昭和４２

昭和４０～

昭和４９

昭和４８～
昭和６２

昭和５２～ 　　　　　　４，６８２
平成１５（予定）

（平成１０年度末現在)

Ａ

１４号地埋立地（夢の島） 江 東 区 夢 の 島 ４５．１ １，０３４Ｂ

８ 号 埋 立 地 江東区潮見１、２丁目 ３６．４ ３７１

Ｃ

中 央 防 波 堤 内 側 埋 立 地 未 確 定 ７８．０ １，２３０Ｄ

１５号地埋立地（新夢の島） 江 東 区 若 洲 ７１．２ １，８４４

Ｅ 中 央 防 波 堤 外 側 埋 立 地 未 確 定 １９９．０
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１．１．１．１．１．東京港におけるごみ埋立地東京港におけるごみ埋立地東京港におけるごみ埋立地東京港におけるごみ埋立地東京港におけるごみ埋立地

1 . 11 . 11 . 11 . 11 . 1 　ごみ埋立の始まり　ごみ埋立の始まり　ごみ埋立の始まり　ごみ埋立の始まり　ごみ埋立の始まり

　東京港におけるごみ埋立ては、江戸時代の明暦元年(1655年)に始まったと言わ
れている。当時、河川や水路へのごみの投棄が後を絶たず、船を航行させるため
の浚渫土砂や火災時の瓦礫などの処分先が大きな問題となっていた。一方で、人
口増加による土地造成の必要性が高まり、隅田川沿岸の各町が共同でごみを集め、
船により隅田川河口左岸にあった永代浦に運搬し、砂州にごみを埋め立てた。明
治時代(1870 年頃)以降からは、干潟に仮柵を設け、ごみを埋立てるようになっ
た。
　今日ではごみとして取り扱われるものも、明治中頃までは、生ごみは肥料、紙
や衣類は再生利用、木片は燃料などと有効に再利用されており、埋立によって処
分されるごみは、土砂、瓦礫、建設廃材等が主体であった。しかし、時代ととも
にごみ量が増加し、次第に家庭から排出される生ごみなども埋立によって処分さ
れるようになった。

1 . 21 . 21 . 21 . 21 . 2 　本格的なごみ埋立と最近の傾向　本格的なごみ埋立と最近の傾向　本格的なごみ埋立と最近の傾向　本格的なごみ埋立と最近の傾向　本格的なごみ埋立と最近の傾向

　戦後の東京港における本格的なごみの海面埋立は、８号地から始まったと考え
られる。当初、８号地は、河川改修に伴う発生土砂の処分場として埋立て、住宅
地として利用する計画であった。しかし、関東大震災(大正12年)による瓦礫等を
受け入れたため、約３分の２をごみの埋立として、使用することになった。
　昭和30年代の始めまで、全ごみ処分のうち埋立が占める割合は約30％であっ
た。その後、次第に埋立に依存する割合が増加し、昭和36年には、ごみ埋立の割
合が、約85％を占めるまでに至った。このような背景から、ごみ専用の埋立地と
して14号地が整備された。ごみ埋立地として全国的にも有名になった14号地(夢
の島)では、昭和40年に、自然発火や悪臭、ハエ、ネズミの発生といった問題が
生じた。このため、次の15号地(新夢の島)においては、ごみ投入、均し、消毒、
覆土といういわゆる「サンドイッチ工法（2.1(3)参照）」が採用されることになっ
た。
　当時からごみは、容積の減量及び衛生面より焼却する必要があるとされ、清掃
工場の建設を推進していた。しかし、人々の生活の向上に伴いごみは増加の一途
をたどり、清掃工場の焼却能力を上回るようになった。また、プラスチック製品
などのごみの増加により、処分されるごみの種類も変化したため、焼却せずに埋
立られるごみの量も急増した。
　しかし、平成元年頃からごみの全体量が減少し始めた。一方、清掃工場の増設、
処理技術の向上により、ごみの焼却量は増え続け(平成10年度ごみ処分量の約85
％が焼却)焼却灰の埋立の割合が増加した。（図1.1参照）
　これらに伴い、ごみの直接埋立(注２)の割合が減少すると共に、埋立処分量も
減少している。（図1.2 参照)
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図1.2　ごみの埋立処分量の推移：注４

図1.1　ごみ処分内訳の推移：注３

埋立処分量の推移
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２．２．２．２．２．ごみ埋立地盤の調査ごみ埋立地盤の調査ごみ埋立地盤の調査ごみ埋立地盤の調査ごみ埋立地盤の調査

　ごみの直接埋立によって造成された埋立地盤は、化学反応によりガスの発生や
沈下等が生じる。
　ごみの埋立後、土地の有効利用を図るためには、ごみ埋立地盤の土質力学的性
状と共に、地盤沈下やガスの発生等についての時間経過に伴う動向を把握し、ご
み埋立地盤の安定化を適切に評価する必要がある。本調査は、埋立られたごみ分
解のメカニズムの解明を行い、ごみ埋立地盤の安定化を評価する指標を求めるた
めのものである。

2 . 12 . 12 . 12 . 12 . 1 　調査地点の概要　調査地点の概要　調査地点の概要　調査地点の概要　調査地点の概要
　東京港におけるごみ埋立地盤の調査は、８号地、14号地、15号地、中央防波
堤内側の４箇所について、昭和 56年から順次、観測拠点を設け実施してきた。
　これらごみ埋立地の概要を現地調査の結果を交え、以下に述べる。

（１）８号地
　ごみの埋立は昭和２年から行われ昭和37 年に完了した。平成 13年３月現在、
埋立後39年経過している。
　８号地に搬入された可燃性のごみは、周辺住民の要請により中止されるまで、
主に埋立地の東側で野焼きされていた。このため、８号地では、地盤が比較的安
定している東側の地域において、埋立終了の直後から土地利用が始まった。
　昭和 56年度の調査開始当時のごみ層の厚さは、ボーリング調査の結果から約
14ｍであり、ごみ成分については、その大部分が不燃物類、その他類および水分
であり、ほとんど無機質化している。

（２）14号地
　８号地の埋立て完了が近づいてきたため、昭和 32年からごみ埋立処分場とし
て、14号地にごみの搬入が開始され、昭和42年に埋立が完了した。平成13年３
月現在、埋立後 34年経過している。
　ごみ処分開始当時の直接埋立の割合は、搬入量の 80％を超えていた。
　昭和56年度の調査開始当時のごみ層の厚さは、ボーリング調査結果から約14
ｍであった。ごみの成分は、紙･布類３％、ビニール･合成樹脂･ゴム･皮革類４％、
木･竹･わら類 13％、不燃物類22％、その他類12％、水分 46％であった。
　ごみの埋立が終了した３年後の昭和45年から順次、清掃工場、夢の島公園、老
人いこいの家等の土地利用が図られたが、ごみ層が安定しておらず、ガスの発生
や地盤沈下等の問題が表面化した。現在は安定化状態にあると考えられる。（ 2.4
調査結果参照）。
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（３）15号地
　14号地に続くものとして計画された処分
場で、ごみの埋立にあたっては、約３ｍのご
み層に対し、50cmの土をかぶせ、それを交
互に繰り返すサンドイッチ工法が初めて採
用された。
　埋立は昭和40年から４期に分割して行わ
れ、昭和49年に埋立が完了した。平成13年
３月現在、埋立後27年経過している。
　15号埋立地も、有機系のごみの大部分は
直接埋立られた。
　観測拠点は、埋め立てられた区割りごと
にそれぞれ１箇所、合計４箇所を設置した。
昭和57年度のボーリング調査結果から、ご
み層の厚さは約14～20ｍ、ごみの成分は紙･
布類４％、ビニール･合成樹脂･ゴム･皮革類
10％、木･竹･わら類４％、不燃物類15％、そ
の他類19％、水分48％であった。現在も分
解が進行中である。（ 2.4 調査結果参照）。

1515151515 号地号地号地号地号地

写真2.2　15号地
(平成 11年 10月 10日撮影)

●No.151

● No.152

● No.154

● No.153

８号地８号地８号地８号地８号地

1414141414 号地号地号地号地号地

写真2.1　８号地、14号地(平成 11年 10 月 10日撮影)

●No.1

● No.4



7

（４）中央防波堤内側
　昭和48年から埋立が開始され、昭和62年に埋立が完了した。平成13年３月現
在、埋立後22年経過している(調査位置周辺は昭和54年に埋立を完了しているた
め、これを埋立終了の調査基準年としている)。
　昭和58年度のボーリング調査結果から、ごみ層の厚さは約30～32ｍで、８号
地、14号地と比べて、２倍を超えていた。埋め立てられたごみの成分は、紙･布
類７％、ビニール･合成樹脂･ゴム･皮革類７％、木･竹･わら類６％、不燃物類16
％、その他類 24％、水分40％であった。現在も分解が進行中である。（ 2.4 調
査結果参照）。

写真2.3　中央防波堤内側埋立地(平成 11年 10 月 10日撮影)

中央防波堤内側埋立地中央防波堤内側埋立地中央防波堤内側埋立地中央防波堤内側埋立地中央防波堤内側埋立地

●No.163
● No.161

● No.162
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（ｍ）

ごみ埋立層

現
　
地
　
盤

微砂

シルト

８号地

シルト

微細砂

現
　
地
　
盤

ごみ埋立層

シルト混じり砂

微細砂

１４号地

シルト混じり砂

現
　
地
　
盤

ごみ埋立層

覆　土

砂

シルト

１５号地 中防内側

現
　
地
　
盤

ごみ埋立層

覆　土

シルト

ごみ
埋立層

現地盤 浚渫土砂

　各埋立地における調査地点のボーリング結果による地盤状況を図2.1に示す。

注）８号地、１４号地における覆土厚は、

覆土とごみ層の境界がはっきりしないた

め０ｍとしている。

図 2.1　ごみ層を含む地質図

８号地 １４号地

観測井ＮＯ． №１ №４ №１５１ №１５２ №１５４ №１５３ №１６３ №１６１ №１６２

ごみ層厚（ｍ） 14.1 13.7 14.1 20.2 17.8 20 30.9 31.8 29.7

覆土厚 0 0 3.1 3.8 12.4 1.5 2.6 2 3.3

Ｓ２～ Ｓ３２．１

Ｓ３７．１２ ～４２．３

埋立終了基準年 Ｓ３７．１２ Ｓ４２．３ Ｓ４７．１１ Ｓ４７．６ Ｓ４８．１１ Ｓ４８．１１ Ｓ５４．３ Ｓ５４．３ Ｓ５４．３

観測開始時期 Ｓ５６ Ｓ５６ Ｓ５７ Ｓ５７ Ｓ５７ Ｓ５７ Ｓ５８ Ｓ５８ Ｓ５８

１５号地 中央防波堤内側

埋立期間 Ｓ４８．１２～６２．３Ｓ４０．１１～４９．５
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（１）地盤沈下
　有機物の分解によりごみの成分が変
化する。ごみの分解時のガス発生に伴
いごみ層そのものの体積が減少するこ
とにより、ごみ地盤が沈下する。沈下
は、初期には顕著に現れ、ごみの分解が
進むにつれ、沈下量は小さくなる。

（２）発生ガス
　ごみ分解時に、二酸化炭素､メタンガ
ス､硫化水素､アンモニアなどが発生す
る。
　ごみの分解が進むにつれ、これらの
発生ガスの量も減少する。

（３）発熱
　ごみ層中において、微生物がごみの
有機物を分解する時、炭素原子間の結
合（C－C結合）が切断され、33.5kj～
41.9kjの熱が発生する。
　この熱が地中温度を上昇させる。ご
みの分解が収束すると自然地盤の温度
に近づく。

　ごみ層中では、　ごみ層中では、　ごみ層中では、　ごみ層中では、　ごみ層中では、ごみの微生物による分解活動が行わごみの微生物による分解活動が行わごみの微生物による分解活動が行わごみの微生物による分解活動が行わごみの微生物による分解活動が行わ

れている。れている。れている。れている。れている。この分解活動に伴い発熱し、この分解活動に伴い発熱し、この分解活動に伴い発熱し、この分解活動に伴い発熱し、この分解活動に伴い発熱し、メタンガスや二メタンガスや二メタンガスや二メタンガスや二メタンガスや二

酸化炭素を発生させる。酸化炭素を発生させる。酸化炭素を発生させる。酸化炭素を発生させる。酸化炭素を発生させる。また、また、また、また、また、分解によるごみの腐食分解によるごみの腐食分解によるごみの腐食分解によるごみの腐食分解によるごみの腐食

は、は、は、は、は、ごみ層自身の体積を減少させ、ごみ層自身の体積を減少させ、ごみ層自身の体積を減少させ、ごみ層自身の体積を減少させ、ごみ層自身の体積を減少させ、ごみ層の沈下を生じごみ層の沈下を生じごみ層の沈下を生じごみ層の沈下を生じごみ層の沈下を生じ

させる。させる。させる。させる。させる。

図 2.2　ごみ分解のイメージ

2 . 22 . 22 . 22 . 22 . 2 　ごみ分解のメカニズム　ごみ分解のメカニズム　ごみ分解のメカニズム　ごみ分解のメカニズム　ごみ分解のメカニズム

　ごみが焼却されずに直接埋立てられた場合、ごみに含まれる腐敗性有機物が微
生物により分解されて、土壌化されて行く。微生物による分解には、十分な酸素
が存在するときの好気性分解と、酸素の供給がない場合の嫌気性分解がある。
　本調査箇所におけるごみ埋立地盤の特徴は、メタンガス、硫化水素ガス等を発
生するとともに、分解活動に伴い発生する熱により、ごみ埋立地盤及びその中の
地下水温度が上昇するというデータが得られている。
　このことから、本調査におけるごみ埋立地盤中では、埋立後に生じる変化とし
ては、次に示す現象が想定される。

覆
土
層
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盤

蒸発

降雨

浸透

ガス

ガス ガス

ガス

発熱

発熱 発熱
ご
み
層

発熱

微生物
微生物に微生物に微生物に微生物に
よるよるよるよる
分解活動分解活動分解活動分解活動

微生物
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図 2.3　ごみ地盤安定化に関連する指標

※１)ごみの組成
　ごみ埋立地の安定化を考察するうえでのごみ組成の測定の目的は、ごみ中の有機物の相対的な量の変化
をとらえることにある。安定化が進行する程、分解可能有機物(６組成では主に厨芥類、３成分では可燃
分)が減少して行くという考えに基く。

※２)６組成
　ごみ組成の標準としては、次に示す６組成の分類が使用されている。
Ⅰ.紙･布類、Ⅱ.ビニール･合成樹脂･ゴム･皮革類、Ⅲ.木･竹･わら類、
Ⅳ.厨芥類(動植物性残渣、卵殻、貝殻を含む)、Ⅴ.不燃物類(金属、ガラス等)、Ⅵ.その他類

※３)３成分
　水分、灰分、可燃分。

※４)C/N 比
　ごみ埋立地盤中に占める炭素と窒素の元素比のこと。埋立後の時間が経過するにつれてメタンガス
(CH4)、二酸化炭素(CO2)の発生量が減少し、空気が混入するため窒素(N2)が増加する。
したがって、これらの元素比C/Nはしだいに小さくなる。

※５)SS
　浮遊物質(suspended solids)の略称。水中に懸濁している不溶性の物質。2mmのふるいを通過し、孔
径1μmのガラス繊維ろ紙によって捕集される水中浮遊物質。

※６)灼熱減量
　物質を110℃で絶乾状態にしたあと、750℃±50℃で加熱し一定値になったときの重量比。

有機分の減少有機分の減少有機分の減少有機分の減少

・ごみの組成※１（６組成※２、３成分※３）

・Ｃ／Ｎ比※４

・水質分析(pH、BOD、COD、SS※５、全有機炭素、全チッ素、灼熱減量※６)

・沈下量

ガス発生ガス発生ガス発生ガス発生
・発生量

・成分の組織（メタンガス、Ｈ２Ｓ、ＣＯ２・・・・）

発熱発熱発熱発熱
・深度別地中温度

・表層部地中温度

（ 現象 ）（ 現象 ）（ 現象 ）（ 現象 ） （ 関連する指標 ）（ 関連する指標 ）（ 関連する指標 ）（ 関連する指標 ）

2 . 32 . 32 . 32 . 32 . 3 　ごみ埋立地盤安定化の指標　ごみ埋立地盤安定化の指標　ごみ埋立地盤安定化の指標　ごみ埋立地盤安定化の指標　ごみ埋立地盤安定化の指標

　ごみ分解のメカニズムにより、ごみ地盤の安定化に関連する指標として、次の
項目をあげることができる。
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　これらの要素は試験室で単独に試験すれば安定化指標となるのは既往調査より
明らかになっている。しかし、実際のごみ埋立地盤は、平面的、深度的な組成の
複雑さ、埋立てられた状況、気象の影響などによって試験室とは異なった結果を
示す。

　本格的な調査実施にあたり、実際のごみ埋立地盤で、前述した有機物の減少、
ガスの発生、発熱の項目について実測した結果、以下のような点が明らかになっ
た。

①ごみの成分分析やＣ／Ｎ比、水質分析といった項目については、同一のごみを
継続的にサンプリングすることが不可欠であるが、埋め立てられたごみの性状
は地点毎に異なっている。つまり、同一条件の資料を毎回採取することが不可
能であり、分析結果にバラツキが生じる。このため、比較して判定することが
できず、指標化できない。

②表層部地中温度や水質分析については、気温の影響や降雨等の季節変化の影響
が大きく、測定値のバラツキが大きい。

③このため、本調査においては、季節変化やごみ性状のバラツキといった要素の
影響をあまりうけずに、ごみ埋立地盤の安定化傾向を長期的に把握できる地盤
の沈下、地中温度、発生ガスを指標として用いることとした。
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原地盤

観測井φ60.5 沈下板

被覆土

ごみ層

　ごみ埋立地盤の安定化指標として用いることとした地盤沈下、地中温度、発生
ガスについての計測方法は次のとおりである。

（１）地盤沈下
　地表面から観測井を削孔し、ごみ層の下面に固定した観測井とごみ層の上面に
固定した沈下板の沈下の差から、ごみ層の沈下量を求める。沈下量は観測地点毎
にごみ層の厚さが異なるため、10ｍあたりに換算して示す。

（３）発生ガス
　ごみ層中に設置したガス採取孔、又
は、ごみ層まで削孔したボーリング孔
にビニール袋を装着した採気用のカ
バーを取り付け、発生ガスを採取する。
採取したガスは、１時間当たりの発生
量を計測するとともに、採取ガスに占
めるメタンガス、二酸化炭素の割合を
分析する。発生ガスが微量な場合は、２
時間放置して採取するが、それでも、採
取できない場合は、ガス発生量はほと
んど無し(≒０)と判断し、孔内に滞留
しているガスをポンプにて強制採取し、
孔内ガスの濃度分析を行う。

図2.4　地盤沈下及び地中温度の観測

図2.5　ガス採取方法

2 . 42 . 42 . 42 . 42 . 4 　調査方法　調査方法　調査方法　調査方法　調査方法

（２）地中温度
　観測井に温度計を挿入し、深度方向
に１ｍごとの温度を計測する。

ビニール袋

採気用カバー

ガス採取孔

又はボーリング孔
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2 . 52 . 52 . 52 . 52 . 5 　調査結果　調査結果　調査結果　調査結果　調査結果

　地盤沈下、地中温度、発生ガスの調査結果は次のとおりである。

（１）地盤沈下
　図 2.6 に埋立完了からの経過年とごみ層 10 ｍあたりの年間沈下量の関係を示
す。
　中央防波堤内側を例にとると、ごみの分解が活発であると考えられる埋立初期
(分解最盛期)には、地盤沈下量が年間40mm程度生じている。沈下量は、時間の経
過とともに小さくなり、埋立完了後20～ 25年経過した場合、ごみ層10mあたり
の年間沈下量は、ほぼ 10mm以下になっている。
　観測結果を回帰分析により解析した結果、ごみ埋立地盤は双曲線に従って地盤
沈下量が小さくなっていく傾向があるといえる。このため、沈下量が10㎜ /年･
10m以下となった状態を安定化状態と見なすことができる。
　現在、沈下に関しては、全ての埋立地(８号地、14号地、15号地、中央防波堤
内側)において、10㎜ /年･10m 以下であり、安定化状態にあると考えられる。

図2.6　ごみ層の沈下量の経年変化

埋立初期(分解最盛期) (分解終末期)
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（２）地中温度

　図2.7にごみ分解の代表的な深度別地中温度の測定結果を示す。
　ごみ埋立地盤中における地中温度は、ごみ分解の進行に伴い、温度の分布状況
が変化する。埋立初期には最高70℃近くあり、分解が概ね完了すると、ごみ層以
深の自然地盤と同様に20℃以下を示す。
　現在の東京港の調査対象埋立地の地中温度状況は、表2.1に示すとおり、８号
地は概ね分解が完了し、15号地、中央防波堤内側は依然として分解進行中である。

表2.1 各埋立地の地中温度(深度 20m)

図 2.7　分解進行期の地中温度

埋立地 埋立完了 測定 温度(℃)

昭和57年度 18.0

平成10年度 19.4

昭和57年度 23.0

平成11年度 23.0

昭和57年度 40.6

平成11年度 28.6

昭和58年度 66.8

平成12年度 34.9

８号地

14号地

15号地

中防内側

昭和37年

昭和42年

昭和49年

昭和62年
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度

　
(℃

)

8号地 深度15m

8号地 深度20m

14号地 深度15m

14号地 深度20m

15号地 深度15m

15号地 深度20m

中防内側 深度15m

中防内側 深度20m
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二酸化炭素濃度の経年変化
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図2.8 各埋立地のガス発生量

分解終末期

図 2.9 発生ガス中に占めるメタンガス濃度、二酸化炭素濃度

５％

10％

自然地盤の土中濃度

分解終末期分解終末期

埋立初期
(分解最盛期)

埋立初期
(分解最盛期)

（３）発生ガス

　図2.8および図2.9に、ごみ埋立地盤における、発生ガス量及び発生ガス濃度
(メタンガス、二酸化炭素)の経年変化を示す。
　発生ガス量については、埋立初期(分解最盛期)は 70～ 90（㍑／分）となって
いる。分解の進行とともに発生量が減少し、分解終末期では、ほぼ０（㍑／分）
になる。
　また、発生ガスを構成する各種ガス成分の濃度は、埋立初期では、発生ガスの
大部分をメタンガスと二酸化炭素が占めているが、分解終末期になるとメタンガ
ス濃度は５％、二酸化炭素濃度は 10％程度となる。
　現在、ガス発生量は、すべての埋立地でほとんど０（㍑／分）を示すが、ガ
スの濃度（メタンガス、二酸化炭素）からみると、８号地、14号地は分解終末
期の状況にあり、15号地、中央防波堤内側はメタンガス濃度がまだ高いレベル
にある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注：５

埋立初期
(分解最盛期)
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二酸化炭素濃度(％)二酸化炭素濃度(％)二酸化炭素濃度(％)二酸化炭素濃度(％)

安定値 埋立初期(分解最盛期) 東京港の埋立地における分解終末期の値

　８号地、１４号地、１５号地、中央防波堤内側の４箇所のごみ埋立地の調査か
ら、地盤沈下、地中温度、発生ガスを指標として埋立後の地盤安定化の評価をす
ることができる。
　ごみの分解が終末期に差し掛かり、

・地盤沈下：ごみ層 10ｍあたりの年間沈下量が 10mm 以下
・地中温度：20℃以下
・ガス発生量：0（㍑／分）
・メタンガス濃度：5％以下
・二酸化炭素濃度：10％以下

の値を示した場合、ごみ埋立地盤が安定化したと考えることができる。これらの
値はメタンガス濃度を除き、自然地盤に近いものである。
　そこで、今回の調査結果から、ごみ埋立地盤の安定化を判定するために、これ
らの指標を１つに示した安定化指標図を作成した。
　各指標の値は、ごみ分解が進むにしたがって減少し、最終的に安定値を示す。
この図に測定値を書き込むことで、ごみ分解の進行状況をある程度予想すること
ができる。

年間沈下量は、ごみ層10m あたりの値

図 3.1 ごみ埋立地盤の安定化指標

３．３．３．３．３．ごみ埋立地盤の安定化指標図ごみ埋立地盤の安定化指標図ごみ埋立地盤の安定化指標図ごみ埋立地盤の安定化指標図ごみ埋立地盤の安定化指標図



17

　本調査は、東京港における８号地、14号地、15号地、中央防波堤内側の埋立地
における継続的な調査から得られた傾向である。これらの埋立地は、生ごみの直
接埋立が中心で、ごみ埋立地盤中の有機物が多い。
　近年のごみ埋立は焼却したその灰が中心である。このため、今回調査箇所の直
接埋立のごみ埋立地とは異なる傾向を示すものと考えられ、これらの地盤につい
ても今後調査を実施して行く予定である。
　なお、ごみ埋立地盤を有効かつ適正に利用するに当たっては、本書で提案した
安定化指標やごみ埋立地の物理的性状等を含めた総合的な判断が必要である。

＜用語及び参考文献等＞
注１　表中の数値は「清掃事業百年史、東京都清掃局」
注２　直接埋立：焼却されずに埋め立てられるごみ
　　　　　　　　「清掃事業百年史、東京都清掃局」
注３・４　「清掃事業百年史、東京都清掃局」
注５　参考文献：環境地盤工学入門(土質工学会､pp.91～ 95､1994)

４．４．４．４．４．今後の調査予定等今後の調査予定等今後の調査予定等今後の調査予定等今後の調査予定等
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